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２．大学の将来構想 

 大阪大学は「地域に生き世界に伸びる」をモットー

に、常に進取の気風を持ち社会の要請に従ってユニー

クな学部・大学院・研究所を整備し、我が国有数の研

究型総合大学として発展してきた。例えば、理学と工

学の融合による基礎工学部、人文と社会科学の融合し

た人間科学部を、法学と経済学の融合による国際公共

政策研究科を創設した。また、平成７年から１２年に

かけて全部局で大学院重点化を行い、教育と研究の力

点を大学院に移すと共に、平成１４年度に医学と理工

学を融合した生命機能研究科を、工学、基礎工学、理

学研究科に分散していた情報科学技術に関連する教

育・研究組織を改組・再編し情報科学研究科を創設し

た。 

 このように大阪大学は、常に時代の要請と学問分野

の動向を視野に入れて、大胆かつ柔軟に組織改革を行

い、新たな学問分野を開拓し、独創的かつ世界を先導

する研究を展開すると共に、高度な人材養成を行って

いる。 

本２１世紀COEプログラムにおいても、本学が培っ

てきた実績と将来の発展を考え、幅広い学問分野の統

合あるいは異分野の融合により、新しい学問分野の創

設や研究深化を通じて世界的な研究拠点を形成すると

ともに、それを担う人材育成を目指した。平成１４年

度採択の各７拠点の当初の構想は下記の通りである。 

「生体システムのダイナミクス」（拠点リーダー：

柳田敏雄）では、医学・生物科学から理工学にわたる

広範囲の研究分野の先駆的な研究者を結集し、分野横

断的な新たな学問分野の創成を通じて、生命機能のよ

り深い理解を目指した。 

 「細胞超分子装置の作動原理の解明と再構成」（拠

点リーダー：月原冨武）では、生物の遺伝現象、情報

伝達およびエネルギー・代謝等に関わる複数の蛋白質

ネットワークを構成する細胞超分子装置を対象とし、

化学、高分子化学、物理学、情報科学の概念や方法論

を駆使し、分子・原子レベルで生命現象を解明する生

物学の世界的拠点形成を進めた。 

 「自然共生化学の創成」（拠点リーダー：原田明）

では、理学、工学、基礎工学研究科に渡る幅広い化学

分野の総力を結集し、自然や自然現象を分子レベルか

ら地球規模まで一貫して考え理解することにより、自

然と人間が共生し、持続可能な社会を実現する自然共

生化学分野の開拓を目指し拠点を形成した。 

 「構造・機能先進材料デザイン研究拠点の形成」（拠

点リーダー：馬越佑吉）では、金属、セラミックス、

半導体材料を中心に、基礎物性から機能開発、応用に

至る幅広い学問領域をカバーする研究者・組織が有機

的に連携し、狭い領域に特化した研究体制を打破し、

材料工学の原点である、“ものづくり”を視野に入れ

た材料基礎から産業応用に至る構造・機能先進材料に

関する拠点形成を目指した。 

 「ネットワーク共生環境を築く情報技術の創出」（拠

点リーダー：西尾章治郎）では、従来の情報工学的な

アプローチのみならず、生物界における細胞や生物個

体の多様な挙動を解析し、そのアナロジーを基盤技術

として新たな情報技術を創出し、その結果として多く

の人間が豊かで持続的に共生可能なネットワーク社会

を実現する情報環境の構築技術の確立に努めた。 

 「インターフェイスの人文学」（拠点リーダー：鷲

田清一）では、領域・地域横断的でかつ社会と多元的

な連携が可能な人文科学の研究スタイルを確立するこ

とにより、環境危機、生命技術から看護教育・コミュ

ニティ教育まで現代社会が抱える時代の諸問題にアク

チュアルに応えることが出来る２１世紀型人文科学の

あり方をデザインする拠点形成を行った。 

 「新産業創造指向インターナノサイエンス」（拠点

りーダー：川合知二）では、ナノサイエンス・ナノテ

クノロジーを駆使し、ナノマテリアル、ITナノテクノ

ロジー、ナノバイオ、エネルギー・環境工学、情報科

学を融合した創造的な“インターナノサイエンス”の

確立と、その発展による新産業創造を目指した。 

 法人化以降、大阪大学では、学長を中心とする役員

会の下に、それぞれ理事を室長とする総合計画室、教

育情報室、研究推進室、財務室、評価・広報室、人事・

労務室の６室と、国際交流推進本部を設置し、重要な

案件はこれらの室ならびに本部で方針を出し、役員会

で承認することにより迅速な対応を行っている。２１

世紀ＣＯＥプログラムの遂行に際しては、研究推進室

のもとにＣＯＥ評価室を設け、各プロジェクトの進捗

状況を把握、助言を行うとともに、その要望実現のた
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めに、他の室に働きかけている。このＣＯＥプログラ

ム遂行に際して最も大きな要望は、研究スペースの確

保であるが、大学の共有施設である先導的研究オープ

ンセンターやナノテクノロジー研究棟のオープンスペ

ースを優先的に割り当てている。また、研究とともに

特に人材育成を強く推奨し、各プロジェクトで若手研

究者の経済的な支援ならびに国際的に活躍できる能力

の養成プログラム実施が容易になる柔軟な制度を整備

した。これにより国内外から多くの著名な研究者を招

き講義や研究指導を行うとともに、英語による授業や

討論の導入を図り、その単位化ならびに副専攻制度導

入にも積極的に取り組んだ。 

 また、海外への情報発信ならびに国外からの研究者

の招聘のために、米国サンフランシスコ教育研究セン

ター、タイ国バンコク教育研究センター、オランダグ

ローニンゲン教育研究センターに海外オフォイスを設

置し、教職員を常駐させ、国際化を図っている。 

 ３．達成状況及び今後の展望    

 大阪大学の平成１４年度採択、実施７拠点は中間評

価段階においては、５段階評価において最高評価であ

るＡ評価４拠点、Ｂ評価２拠点、Ｃ評価１拠点であり、

大阪大学のＣＯＥプログラム全体としては順調に目標

達成に向けて進んでいると判断した。個々のプロジェ

クトについては評価委員会よりの特記事項について、

研究推進室と拠点リーダーで検討し、改善策を講じた。

個々の拠点の目標達成状況については、各拠点の事業

報告書に記載しているのでここでは割愛するが、前記

の各拠点の目的、目標はいずれも達成され大きい成果

が得られたと認識している。 

 平成１９年度より２１世紀ＣＯＥプログラムの後継

プログラムとして、グローバルＣＯＥプログラム事業

が計画された。大阪大学では、平成１４年度採択の２

１世紀ＣＯＥの７拠点についてその進捗状況、得られ

た結果と今後の展望について研究推進室で検討すると

ともに、各拠点よりヒアリングを行った。その結果、

いづれの拠点においても優れた成果が得られており、

組織等の組み換えは行うが基本的には申請することと

した。この過程において、特に中間評価時の特記事項

が具体的にいかに改善されているかを重視した。この

グローバルＣＯＥに関して言えば、継続７件、新規４

件の計１１件を申請し、書面審査によるヒアリング段

階として９件が採択されている結果は、本学の２１世

紀ＣＯＥプログラムで得られた成果への高い評価の現

われである。 

 大阪大学は、２１世紀ＣＯＥに限らず、科学振興調

整費等の政府大型プロジェクトの提案、実施に際して

は、単にプログラム実施期間における目標達成を図る

のみならず、これらプロジェクトを大阪大学の教育、

研究改革の一つの起爆剤と位置づけ、修了後において

もその制度を継続し、大学の活性化に努めている。２

１世紀ＣＯＥについて言及すれば、従来の部局内、専

攻内に閉じた形の研究、教育から専攻、部局横断型の

研究体制が新たに構築され、これがグローバルＣＯＥ

への提案にも繋がっている。また、単に融合、連携に

とどまらず、その教育、研究効果をより発展させるた

めに専攻の再編といった組織改革にまで発展した拠点

もある。その意味において、本学が意図する教育、研

究改革の核としての本ＣＯＥプログラムの果たした役

割は大きい。 

 また、このような拠点形成以前は連携が稀であった

研究者、学生が集結することにより、新たな大型プロ

ジェクトの立案、文部科学省の教育研究別特別経費へ

の概算要求提案へと発展するとともに、学生に関して

言えば、彼ら自身によるシンポジウム、国際会議の実

施がなされその教育効果は絶大であった。 

 このＣＯＥを実施することに博士後期課程での進学

率が大幅に増加した。これには教育プログラムの充実、

海外への派遣制度といった点が寄与しているが、ＲＡ

として博士後期課程学生への経済的な支援効果も大き

く、今後の我が国の博士後期課程充実、人材育成を考

える上でこの制度の拡充が極めて重要である。 

 さて、連携、融合は大学内にとどまることなく、大

学の研究シーズ、成果と産業界のニーズとの連携、相

互補完的な組織体制への構築に発展した。例えば、本

学は従来の寄附講座とは異なる新たな制度として共同

研究講座制度を導入した。この制度によれば、企業の

研究者が教員として大学内に講座を設置し、本学の教

員が兼任でこの講座運営、研究に参画している。これ

によって基礎研究と応用研究間のギャップ、いわゆる

死の谷の克服が容易になっている。この共同研究講座

制度を活用し、グローバルＣＯＥへの新たな発展を図

り、センターの設置、専用建物の建設へと発展した拠

点もある。 

 ７拠点の多くはグローバルＣＯＥへと発展すると確

信しているが、その選にもれた拠点にあってもその活

動期間中には優れた成果が得られており、特に学生の

海外派遣制度、部局横断型の教育プログラムの実施に

関しては、大学独自の資金によって支援し、５年間で

得られた成果が終わることなく、継続、発展させるた

めの支援策を今後とも継続する予定である。            
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２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１４年度採択拠点事業結果報告書 

機 関 名 大阪大学 学長名 宮原 秀夫 拠点番号 C12 

１．申請分野 Ａ<生命科学>   Ｂ<化学・材料科学>   Ｃ<情報・電気・電子>   Ｄ<人文科学>   Ｅ<学際・複合・新領域> 

２．拠点のプログラム名称 

（英訳名） 

ネットワーク共生環境を築く情報技術の創出 

(New Information Technologies for Building a Networked Symbiosis Environment) 

    研究分野及びキーワード <研究分野： 情報学> (情報ネットワーク)(コンテンツ)(ソフトウェア工学)(情報システム)(バイオインフォマティクス) 

３．専攻等名 

情報科学研究科（情報基礎数学専攻、情報数理学専攻、コンピュータサイエンス専攻、情
報システム工学専攻、情報ネットワーク学専攻、マルチメディア工学専攻、バイオ情報工
学専攻）、サイバーメディアセンター（応用情報システム研究部門） 

４．事業推進担当者           計 ２１ 名 

ふりがな<ローマ字>

氏  名 所属部局(専攻等)・職名 
現在の専門 

学 位 

役割分担 

(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項)  

(拠点リーダー) 

西尾
NISHIO

 章治郎
S H O J I R O

 

情報科学研究科 
(マルチメディア工学専攻)・教授 

 
マルチメディアデータ工学

工学博士 

 
ネットワーク共生環境におけるコミュニティ創成機
構の構築と研究統括 

清水
SHIMIZU

 浩
HIROSHI 情報科学研究科 

(バイオ情報工学専攻)・教授 
代謝情報工学 

工学博士 
生物共生ネットワークの形成過程の解明 

茶碗谷
CHA W A N Y A

 毅
TSUYOSHI 情報科学研究科 

(情報基礎数学専攻)・助教授 
共生相互作用解析 

理学博士 
生物共生ネットワークの形成過程の解明  
(平成15年4月1日追加) 

四方
Y O M O

 哲也
TETSUYA 情報科学研究科 

(バイオ情報工学専攻)・教授 
生物共生情報工学 

工学博士 
生物共生ネットワークの形成過程の解明 

宮原
MIYAHARA

 秀夫
HI D E O

学長 
ネットワーク設計論 

工学博士 
ネットワーク共生環境アーキテクチャの構築 

村田
MURATA

 正幸
MASAYUKI 情報科学研究科 

(情報ネットワーク学専攻)・教授 
先端ネットワーク環境

工学博士 
ネットワーク共生環境アーキテクチャの構築 

村上
MURAKAMI

 孝三
K O S O 情報科学研究科 

(情報ネットワーク学専攻)・教授 
ハードウェア構成論 

工学博士 
ネットワーク共生環境アーキテクチャの構築 

若宮
WAKAMIYA

 直紀
NA O K I 情報科学研究科 

 (情報ネットワーク学専攻)・助教授 
マルチメディア通信工学

工学博士 
ネットワーク共生環境アーキテクチャの構築 

岸野
KISHINO

 文郎
FU M I O 情報科学研究科  

(マルチメディア工学専攻)・教授 
インタフェース工学 

工学博士 
ネットワーク共生環境におけるコミュニティ創成機
構の構築 

下條
SHIMOJO

 真司
SHINJI サイバーメディアセンター 

 (応用情報システム研究部門)・教授 
応用情報システム 

工学博士 
ネットワーク共生環境におけるコミュニティ創成機
構の構築 

原
HARA

 隆浩
TAKAHIRO 情報科学研究科 

 (マルチメディア工学専攻)・助教授 
マルチメディアデータ工学

工学博士 
ネットワーク共生環境におけるコミュニティ創成機
構の構築 (平成16年12月15日交替:追加) 

増澤
MASUZAWA

 利 光
TOSHIMITSU 情報科学研究科 

 (コンピュータサイエンス専攻)・教授
アルゴリズム設計論 

工学博士 
高信頼性・高安全性を有するネットワーク共生環境の
構築技術の創出 

井上
IN O U E

 克郎
KATSURO 情報科学研究科 

 (コンピュータサイエンス専攻)・教授
ソフトウェア工学 

工学博士 
高信頼性・高安全性を有するネットワーク共生環境の
構築技術の創出 

菊野
KIKUNO

 亨
TOHRU 情報科学研究科 

 (情報システム工学専攻)・教授 
システム信頼性 

工学博士 
高信頼性・高安全性を有するネットワーク共生環境の
構築技術の創出 

藤原
FUJIWARA

 融
TORU 情報科学研究科 

 (マルチメディア工学専攻)・教授 
セキュリティ工学 

工学博士 
高信頼性・高安全性を有するネットワーク共生環境の
構築技術の創出 

谷田
TANI D A

 純
JUN 情報科学研究科 

 (情報数理学専攻)・教授 
情報計算物理学 

工学博士 
共生情報システムの構築 (平成16年4月1日追加) 

尾上
ON O Y E

 孝雄
TA K A O 情報科学研究科 

 (情報システム工学専攻)・教授 
情報システム構成学 

工学博士 
共生情報システムの構築 

武内
TAKEUCHI

 良典
YOSHINORI 情報科学研究科 

 (情報システム工学専攻)・助教授 
集積システム設計学 

工学博士 
共生情報システムの構築 

薦田
KOMO D A

 憲
NORI

久
HISA 情報科学研究科 

 (マルチメディア工学専攻)・教授 
社会情報システム 

工学博士 
ネットワーク共生環境におけるコンテンツ流通機構
の構築 (担当内容成就：平成17年3月31日迄参画) 

塚本
TSUKAMOTO

 昌彦
MASAHIKO 情報科学研究科 

 (マルチメディア工学専攻)・助教授 
モバイル計算環境 

工学博士 
ネットワーク共生環境におけるヒューマンインタフ
ェース技術の創出(大学異動:平成16年12月15日交替)

室岡
MUROOKA

 義
YOSHI

勝
KATSU 情報科学研究科 

 (バイオ情報工学専攻)・教授 
生物共生情報工学 

工学博士 
生物共生ネットワークの形成過程の解明(定年退職：
平成17年3月31日迄参画) 

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ４ １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ 合  計 

交付金額(千円) 140,000 128,000 128,000 
138,000 

 （13,800）

128,050 

 （12,805） 
662,050 
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６．拠点形成の目的 

大阪大学における情報科学技術に関する先進的で

専門性の高い研究を飛躍的に発展させ、この分野で世

界をリードすることを目指し、21世紀COEプログラ

ムが開始された平成14年度に「大学院情報科学研究

科」が創設された。本研究科は、従来、学内の工学研

究科、基礎工学研究科、理学研究科に分散していた情

報科学技術に関連する教育研究組織を改組・再編する

ことにより、関連分野の教育研究の統合・集約化を実

現し、より深い情報科学技術の発展および教育研究の

高度化を目指すと同時に、重点的に新規分野の組織拡

大を図ることにより、情報科学技術の新たな学問領域

の開拓と展開を実現することを目的とした。 
拠点形成には本研究科の全7専攻、つまり、情報科

学技術の基礎理論、基盤技術、応用技術に関わる6専
攻、および情報工学とバイオサイバネティクスとの融

合のもとに、21世紀のポストゲノム時代を見越して、

生命の営みに関する代謝機構や共生関係に注目しな

がら新たな分野の開拓を目指すバイオ情報工学専攻

が参画した。また、本研究科の協力講座として強い連

携関係で教育研究に携っているサイバーメディアセ

ンターの研究部門からの教員も参画し、万全のプログ

ラム推進体制を確立した。その結果、大阪大学におい

て情報分野の21世紀COEプログラムを実施するに最

適の国際拠点が設置された。 
21世紀は、「共生の時代である」と言われている。

親交のない人間または人間集団が、情報技術(IT)に支

えられたサイバーネットワークを介して結ばれてい

く過程で、多様な人間関係が生じてくる。この新しく

生じる個々の人間関係がすべて良好であるとは限ら

ないし、創られるネットワーク社会も安定であるとは

限らない。そこで、より多くの人間が豊かで持続的に

共生可能なネットワーク社会を実現するための情報

環境、すなわち、ネットワーク共生環境の構築技術の

確立が急務である。 
一方、情報技術の飛躍的な展開を期すために、従来

からの情報工学的なアプローチのみならず、生物界に

おける細胞や生物個体の多様な挙動を解析し、そのア

ナロジーを基盤技術として導入する試みが世界的に

新たな潮流として開始されている。本研究科は、まさ

にこのような先進的融合研究を追求する世界的な研

究教育拠点の構築を目指しており、本COEプログラ

ムはこの拠点形成の実現を図るべく計画された。 
具体的には、細胞間および生物個体間のコミュニケ

ーションを介して実現される共生環境､つまり、生物

共生ネットワークの形成過程を解明し、その知見をも

とにネットワーク共生環境を実現するネットワーク

アーキテクチャを構築するとともに、情報の可視化な

ど相互理解を支援するコンテンツ処理技術や人間中

心のインタフェース技術などの研究開発、および社会

システムへの応用を推進する国際的な研究教育拠点

形成を目指した。 
ネットワーク共生環境を構築するための基盤技術

として重要な応用生物工学、情報ネットワーク学、シ

ステムLSI技術、ソフトウェア工学、データベース工

学、ヒューマンインタフェース工学の分野で、本研究

拠点の事業推進担当者が行っている研究には、世界的

に高い評価を受けているものが多数ある。それらの実

績を融合して、ネットワーク共生環境を築く情報技術

を創出するための分野横断的な研究体制の形成を目

指した。これらの基盤技術には、ネットワーク共生環

境を築く情報技術基盤として有効と判断されるが、ま

だ、解決すべき多くの技術課題が残されていた。これ

らの課題を解決し、新たな情報技術を創出することは、

本研究教育拠点の事業推進担当者による融合・横断的

な研究開発のみによって可能であると確信した。 
以上のような研究活動と同時に、本拠点では人的リ

ソースの側面から世界各国の研究者や技術者とも強

い協働関係を築きながら、グローバルな視点で21世紀

の情報科学技術の進展に大きく貢献できる優秀な人

材を育成する教育プログラムの整備を目指した。特に、

実践的な人材育成プログラムである(1)NWP(ネット

ワークプロセッサ)設計ラボ、(2)ソフトウェア工学工

房、(3)セキュア・ネットワーク構築のための人材育

成プログラムなどを本拠点で推進することにより、国

際的なレベルで活躍できる多くの卓越した研究開発

者の輩出を目指した。 
「ネットワーク共生環境」は、21世紀において我々が

目指すべきサイバー社会環境であり、その構築は本研

究科がその研究開発の所産としてまさに目指してい

るものである。本研究科の特長を活かしながら、長い

生物進化のなかで築かれてきた生物ネットワークの

共生原理を探求し、その知見を生かしたネットワーク

共生環境の構築を可能にする本COEプログラムの成

果は、新たな情報技術の領域を開拓するものとして非

常に重要である。また、その成果は「個」の存在の尊

厳を保ちながら、我々人類の共存だけでなく、他の生

物との共存も視野に入れた永続性のある人間社会の

実現に大きく貢献するものであり、その社会的な意

義・波及効果には計り知れないものがある。 
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７．研究実施計画 
本研究拠点の課題に関わる共生環境を「複数のオブ

ジェクトが共存する環境において、環境変動等の外的

変動や故障等の内的要因に柔軟に対応し、サービス機

能を維持し続ける情報環境」として規定した。また、

生物界にみられる柔軟で安定した共生ネットワーク

の創生原理に関する知見から、ネットワーク共生環境

の構築には、「拡張性」、「多様性」、「移動性」、

「個別性」、「適応性」、「自律性」、「強靱性」の

7要件を備えた情報技術の創出が重要であることを明

らかにした。これを踏まえ、単に「性能の最適化」を

追求するのではなく、これら7要件を重要視した新し

いパラダイムのもとでの情報システムの構築技術の

創出を目標とした。特に、本研究拠点形成に必須の要

素技術である以下の5つのサブテーマについて、相互

連携しながら取り組み、研究成果の有機的結合によっ

て上記の最終目的の達成を目指した。 
 テーマ[1]:生物共生ネットワークの形成過程の解

明 
 テーマ[2]:ネットワーク共生環境アーキテクチャ

の構築 
 テーマ[3]:ネットワーク共生環境におけるコンテ

ンツ流通機構の構築 
 テーマ[4]：ネットワーク共生環境におけるヒュ

ーマンインタフェース技術の創出 
 テーマ[5]：高信頼性・高安全性を有するネット

ワーク共生環境の構築技術の創出 
生物個体の中には遺伝子代謝ネットワークが存在

し、生物個体同士が有機的な相互作用をしながら重層

的に上位のネットワークを形成している。その発達過

程から共生へ至る動的なネットワークの変化を解析

し、生物界で実現されている柔軟でかつ安定なネット

ワークの創生原理に迫るのがテーマ[1]であり、その成

果をもとに「拡張性」、「多様性」、「移動性」を追

求しながらネットワーク共生環境に求められるネッ

トワークアーキテクチャの構築を目指すのがテーマ

[2]である。また、人間の相互理解を支援するために「個

別性」、「適応性」、「自律性」を考慮しながらシー

ムレスなコンテンツ流通機構の構築をするのがテー

マ[3]であり、あらゆる利用者が、所望するサービスを

自然なインタフェースで享受するために、人間中心の

インタフェースを開発するのがテーマ[4]である。さら

に、ネットワーク共生環境を安全で安心なサイバー社

会として構築するために「強靭性」の確立を目指すの

がテーマ[5]である。 

本COEプログラム開始2年後の平成16年度に実施

された中間評価結果では、本COEプログラムによる

卓越した研究成果および若手人材育成などへの積極

的な取り組みが高く評価され、5段階評価の最高レベ

ルの評価が得られた。 
中間評価後の平成17年度からは過去3年間の研究を

さらに深化・発展させ基盤を固めるために、上記5サ
ブテーマの研究内容について、中間評価までに既に成

就した内容、あるいは、研究段階から産業化に向けた

開発フェーズに入っている課題などを精査した。 
その結果、例えば、テーマ[4]に関するウェアラブル

機器の研究開発等については、中間評価までに所期の

目的に適う成果が得られたことなどを考慮し、テーマ

[3]と[4]を統合して、新たに「[3]ネットワーク共生環

境におけるコミュニティ創成機構の構築」を設定し、

従来のテーマ[5]をテーマ[4]とした。また、中間評価に

おけるコメント（様式２【非公開】①参照）を踏まえ、

本COEプログラムの成果をもとに実システム構築へ

の糸口を開拓し、産業への出口として結びつけること

が、今後の重要な課題と考え、新たなテーマとして「[5]
共生情報システムの構築」を設定した。このテーマ[5]
では、テーマ[1]～[4]の研究成果をもとに、システムオ

ンチップ設計技術を利用した実システム化を推進し、

産学連携により研究成果の産業化を図ることとした。 
また、テーマ[1]では、中間評価までに生物ネットワ

ーク共生系の形成過程で示すダイナミカルな環境応

答機構として、「アトラクター（安定状態）選択」の

原理を数学モデルとして提案することができた。そこ

で、中間評価後は、アトラクター選択の原理に関する

研究をより深化させ、他のテーマの基本原理としてフ

ィードバックすることとした。例えば、テーマ[2]では、

インターネットの脆弱性、不安定性の解決方策として、

アプリケーションプロトコル層における「オーバーレ

イルーティング」に関して、アトラクター選択モデル

に基づいた自律的経路選択機構を開発し、耐故障性と

安定性の高い経路制御を実現することを目指した。 
なお、本研究拠点と同様の生物界に学ぶ試みは、欧

米ではカリフォルニア大学、ボローニャ大学、ユニバ

ーシティ・カレッジ・ロンドンなどで大きなプロジェ

クトが開始されるなど、世界的に新たな潮流となりつ

つある。それらと比較した本研究拠点の大きな特色は、

生物界における細胞や生物個体間の共生のメカニズ

ムに注目し、その多様な挙動に関する解析結果をベー

スにした新しい情報技術の創出を目指していること

であり、世界的に類をみない独創性を有している。 
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８．教育実施計画 

本研究教育拠点では、事業推進担当者を中心とした

卓越した研究拠点形成を強力に推進すると同時に、グ

ローバルな視点で21世紀の情報科学技術の進展に大

きく貢献できる優秀な人材を多く育成することを重

要視した。そのような方針のもとで、本COEプログ

ラムにおける博士前期・後期課程の教育実施計画につ

いては、教育カリキュラム整備および人材育成プログ

ラム推進関係と、国際的なレベルで活躍できる卓越し

た研究者としての育成プログラムの充実の二つに大

別できる。 
 
[1] 教育カリキュラム・人材育成プログラム関係 
本COEプログラムでは、その目的である情報技術

の創出に関連した教育プログラムを研究活動と同時

に実施することが真の拠点形成に繋がると考え、その

実施を計画した。情報科学研究科では、その創設年度

に開始した本COEプログラムと深く連動する教育内

容を整備した。特に、本研究科の集約的な教員組織に

よって、情報およびネットワーク技術に関わるハード

ウェアとソフトウェア、さらにはコンテンツそのもの

まで、多様な情報メディアを対象に、数学的な基礎理

論から先端的な応用技術に至るまで広くカバーする

教育を実施することを目指した。さらに、情報分野の

学生が、融合領域の創出を目指す本COEプログラム

を推進する上で重要な生命科学の諸問題を扱う基礎

的な講義を受講可能な体制を図った。 
各専攻では「専攻基礎科目」と「専攻境界科目」を

設け、自専攻の専門教育に加えて、他専攻との境界領

域的な内容についても広く学ぶことを課すこととし

た。この制度により、情報科学技術に関する総合的知

見を備えた人材育成を可能とすることを目指した。 
一方で、本COEプログラムの研究内容とも関連さ

せながら、情報科学研究科とサイバーメディアセンタ

ーが中心となって、以下の三つの実践的 (On the Job 
Training; OJT) な人材育成プログラムの推進を計画

した。 
(1) ネットワークプロセッサ(NWP)設計ラボ計画 
急速に発展するネットワーク環境を支える通信制

御技術に関する先進的な教育を行うため、本研究科博

士前期課程の専攻基礎科目「情報ネットワーク学演

習」において、種々の新しい技術に対応可能な最先端

のシステムを用いた演習を行った。具体的には、ネッ

トワーク機器用に設計されたプログラマブルなNWP
を用いて、高機能、高性能なネットワーク制御メカニ

ズムの検討、実装、実験を行い、それらを通じて、ネ

ットワークシステムの設計、開発能力を身につけさせ

ることを図った。 
(2) 「ソフトウェア工学工房」計画 
本COEプログラムを推進するには、実時間性を有

する大規模分散システムを対象として、安全で信頼性

に富むソフトウェアの開発が不可欠である。そのため

には、高度な数学やコンピュータサイエンスの知識が

要求されると同時に、ソフトウェア開発力が重要にな

ってくる。大学からの研究者、学生、企業等からの派

遣研究員らが対等な関係で、ソフトウェアに関する実

践的な問題、研究テーマについて問題解決を図る「協

働の場」を「ソフトウェア工学工房」という。この工

房を本COEプログラムの一環として本研究科の学生、

社会人を対象として設置し、ソフトウェア開発力を養

うことを目指した。 
(3) セキュア・ネットワーク構築のための人材育成プ

ログラム（SecureNetプログラム） 
本研究教育拠点の教員によるOJTを重視した実践

的カリキュラムにより、戦略的なセキュア・ネットワ

ーク運用の核となるリーダー的存在のエキスパート

の育成を目指した。情報科学研究科の学生のみならず、

産業界や行政機関でセキュリティ部門に関わる技術

者も受講対象として、産官学が強力に連携した国内で

最初の人材養成拠点の構築を目指した。 
 
[2] 卓越した研究者としての育成プログラム 
博士後期課程学生が、本COEプログラムへの主体

的な参画を通じて、国際的レベルで評価される研究成

果を挙げ、世界の第一線の研究者としてスタートを切

ることを目標とした。そのために、これらの学生には、

本COEプログラムの経費で研究員としての雇用を極

力行い、研究活動に専念できる環境整備を目指した。

「量の多さ」は「質の向上」に繋がるものであり、こ

のような環境を整備することにより、博士後期課程に

進学する学生が増え、博士後期課程の高い定員充足率

を達成することは、高度な人材育成を組織的に行うた

めの重要な指標の一つであると考えた。 
また、博士前期・後期課程の学生の研究成果発表の

ための海外渡航旅費の補助、さらに、博士後期課程学

生が海外において長期インターンシップを行う経費

補助などを企画した。特に、海外への長期インターン

シップ制度は、学生を1～2ヶ月間海外の大学、研究機

関に派遣するものであり、本COEプログラムで特に

重視する企画である。 
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９．研究教育拠点形成活動実績 

①目的の達成状況 
1)世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体の目的

達成度 
本研究教育拠点形成について、以下の5項目で記す

卓越した業績により、「想定以上の成果を挙げること

ができた」と確信する。 
[中間評価結果] 本研究教育拠点は、平成16年度の

中間評価において、5段階評価の最高レベルの評価を

受け、研究および人材育成の双方にわたって非常に優

れている個別具体例として取り上げられた。 
[人材育成面] 「８．教育実施計画」に記した教育カ

リキュラムについては、その計画に添った実施と充実

に努めるとともに、さらなる発展を期して平成17年度

に大幅な改定を行った。三つの実践的教育プログラム

「NWP設計ラボ」、「ソフトウェア工学工房」、

「SecureNetプログラム」についても大きな成果を得

た。例えば、「ソフトウェア工学工房」では、受講学

生の延べ人数は540名に達し、民間企業等の社会人を

対象としたセミナーの受講者数も337名に達した。特

に、この教育プログラムを対象とした社会人ドクター

4名を受け入れ、その内の1名は既に博士の学位を取得

している。これらの教育プログラムは、さらに文部科

学省関連の三つの人材育成プログラムの採択に繋が

り、本研究科が際立った実績を有している証左である。 
また、21世紀COEプログラムによる博士後期課程

の学生を含む若手研究者のための経済的支援等の環

境整備により、本COEプログラム開始後の本研究科

の博士後期課程の定員充足率は毎年度100%以上を維

持しており、全国の情報系研究科でトップレベルを誇

っている。 
[研究活動面] 「７．研究実施計画」に記した各研究

テーマに関して、世界的な水準を超す研究成果が得ら

れると同時に、テーマ[1]での卓越した成果である「ア

トラクター（安定状態）」の原理の提案が、テーマ[2]
のインターネットにおける自律的な経路制御機構を

実現する研究の基本原理として導入され、さらに、テ

ーマ[5]における複眼光学系に基づく画像入力システ

ムの開発に結実するなど、テーマ間の連繋が所期の計

画に沿って遂行した。 
論文業績についても、本COEプログラムの開始年

である平成14年1月から今日に至るまでに、事業推進

担当者が学術論文誌、国際会議で発表した論文はそれ

ぞれ385編、583編に達しており（採録決定分も含む）、

著書関係も24編に及んでいる。特に、成果がNature

誌へ掲載され、また、情報科学技術分野の最難関であ

るACMやIEEEの論文誌等インパクトファクタの高い

論文誌への掲載が確実に増えた。また、国際会議での

発表についても、当該分野で頂点とされる論文採択率

10%前後の著名な国際会議にも毎年のように採択さ

れている。 
さらに、本COEプログラムの開始以降、学術関連

会議における招待講演は179件に達し、国際会議での

招待講演も52件含まれている。加えて、学術賞受賞も

43件に達している。これらの論文業績、招待講演、受

賞に関するデータは、本研究科が21世紀COEプログ

ラムを契機に世界的に卓越した研究拠点形成に成功

したことを如実に示している。 
[外部評価結果] 平成18年9月実施の情報科学研究

科の外部評価、また、本COEプログラム開始後毎年

度開催してきた産学両分野から各研究テーマをカバ

ーするメンバーによって構成されているアドバイザ

リー委員会において、非常に高い評価を受けた。 
[国際的評価] 平成17年に欧州に設立され、自然界

に学ぶ情報システム構築を目指す機関として国際的

に注目を集めているNiSIS研究所の世界学術動向調査

で、融合領域における本拠点の先導的活動が非常に高

い評価を受けた。 
 

2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

本拠点では、上記1)の人材育成面で述べたように、

21世紀COEプログラムによる博士後期課程学生を含

めた若手研究者の育成・支援を強力に推進した。その

結果、情報科学技術分野で採択率が20%を切る難易度

が高いACM、IEEE関連の論文誌や国際会議、生物工

学系で世界的に定評のある論文誌Proc. Natl. Aca. Sci. 
USA等に、本拠点の若手研究者の論文が掲載され、卓

越した研究業績を挙げた。また、学生に対象を絞った

場合でも、本COEプログラムの効果が顕著化した平

成16年度以降過去3年間で国際会議の招待講演、招待

論文が各々1件あり、Best Paper Awardは6件にも及

んでいる。さらに、国内学会の論文賞5件、国内シン

ポジウム論文賞9件、国内学会ベストプレゼンテーシ

ョン賞5件、国内研究会優秀論文賞2件、学生研究奨励

賞2件など育成の効果は着実に現れている。 
また、本COEプログラムのもとで強力に推進して

きた三つの実践的人材育成プログラムの経験と蓄積

した知見はさらに発展して、文部科学省「大学教育の

国際化推進プログラム（戦略的国際連携支援）」（平

成17年度～20年度：倍率6.93）、文部科学省「魅力
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ある大学院教育」イニシアティブ（平成17年度～18
年度：倍率3.91）、文部科学省「先導的ITスペシャリ

スト育成推進プログラム」（平成18年度～21年度：

倍率4.43）の採択と遂行のコアコンセプトとして大き

な役割を果たすに至った。これらの実績は、本拠点が

高度人材の育成においても秀でており、着実に成果を

得ていることを明示している。 

 

3)研究活動面での新たな分野の創成と、学術的知見等 

本COEプログラムの目的は、情報科学技術分野と

生物学分野の融合を目指して設置された情報科学研

究科が、両分野の境界領域の新たな分野の創成を探求

し、世界的な研究教育拠点を形成することであった。

その成果は、先の1)の[国際的評価]で述べたような高

い評価を得るに至った。世界的な水準を超える顕著な

学術的成果等については、同様に1)の[研究活動面]で
示したように多くの業績が得られているが、以下では

重要な4成果に限定して概要を記す。 
(1) [べき乗法則（Power Law）の発見]：WWW (World 

Wide Web)のリンク数分布に見られるべき乗法

則の特性が、生物内の代謝ネットワークでも観測

されることを解明し、生物分野と情報技術分野に

共通のシステム特性があることを解明した。 
(2) [アトラクター（安定状態）選択の原理の提案]：

アトラクターを選択しながら柔軟に環境適応す

る過程、つまり、共生環境を構築していく過程の

数学モデルを提案し、実験によってその正しさを

示した。その原理を適用して、インターネットに

おける耐故障性と安定性の高い自律的経路制御

機構を実現する研究を展開した。 
(3) [生物の挙動観察から数理モデル化し、実システム

に適用]：蛍、蟻、蜂などの挙動観察をもとに、そ

れらの挙動を数理モデル化し、先進的なネットワ

ークの諸技術に適用し、実用化に向けた研究開発

を発展させた。 

(4) [産業への出口を目指した実システムの研究開

発]：複眼光学系に基づく画像入力システムに、ア

トラクター選択の考え方を導入した「物体注視シ

ステム」を開発し、実装した。 
以上の成果は、Communications of the ACMをはじ

めとして当該分野で世界的に高く評価されている論

文誌に掲載された。 

 

4)事業推進担当者相互の有機的連携 

本拠点形成の運営については、原則として月1回、

全事業推進担当者およびリサーチアシスタント、特

任教員、特任研究員が参加する企画委員会を開催し

て、進捗状況等の報告を行って相互の理解を深めた。

また、拠点リーダー、各研究テーマのリーダー等か

らなる幹事会において種々の企画立案、実施状況の

点検等を行い、万全の協力・連携体制のもとで、本

拠点形成を遂行した。 
なお、中間評価の一環として実施された現地査察

において、拠点リーダーを中心に情報、生命両分野か

らの事業推進担当者の有機的で密な連携体制が構築

され、真の拠点形成が着実に構築されていることが高

く評価された。 

 

5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

大学の国際的競争力の有無を評価する上で、最先端

分野における大規模な研究開発プロジェクト経費の

獲得は、一つ重要な尺度になり得る。情報科学研究科

は、21世紀COEプログラム開始後、研究関係、教育・

人材育成関係の大型競争的経費に次々と採択されて

きた。なかでも、文部科学省が平成18年度から開始し

た科学技術振興調整費「先端融合領域イノベーション

創出拠点の形成」の採択および事業推進に対する貢献

は、その事業規模から特記に値する。 
大阪大学は、全学を挙げて本事業への申請を検討し、

最終的に「生体ゆらぎに学ぶ知的人工物と情報システ

ム」と題するプロジェクトを申請し、採択された。こ

のプロジェクトには、本COEプログラムの事業推進

担当者の一部のメンバーが企画段階から参画すると

ともに、生命科学、ナノ材料物質科学、情報システム

科学、ロボット工学の融合領域開拓の核となる概念と

して、本COEプログラムで提案された「アトラクタ

ー選択」の原理が採用され、本事業の遂行に大きく寄

与しており、ひいては大阪大学の国際競争力の向上に

大きく貢献している。 

 

6)国内外に向けた情報発信 

本拠点が当該分野で世界的にも実績が認められて

いる顕著な活動がある。この分野で先駆け的な国際ワ

ークショップであるBio-ADIT 2004を平成16年1月

29、30 日にスイス連邦工科大学ローザンヌ校(EPFL)
で主催し、国際的に注目された。世界 25 ヶ国から多

数の論文が投稿され、口頭発表論文採択率は約 28％
という質の高い国際会議になった。なお、採択された

論文の 25％を本 COE プログラムの研究成果論文で

占めることができ、本拠点の卓越した研究活動成果が
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高く評価された。その成功を受けて、第 2 回目の

Bio-ADIT 2006 を平成18年1月26日、27日に大阪

において開催し、200名余りの参加者を得て成功裡に

終了した。 
特に、これら二つのワークショップの会議録は

Springer-Verlag 社のレクチャーノートシリーズ

(LNCS)として発刊され、世界に情報発信することが

でき、新たな研究領域の開拓に大きく貢献した。 
本COEプログラムの存在を国内のみならず海外に

もアピールし、国際的な研究交流を深めてより有効な

拠点形成を行うために、「第1回ネットワーク共生環

境を築く情報技術の創出に関するシンポジウム」を

2003 年 3 月 10 日、11 日に開催した。当初の予想を

大幅に上回る279名の参加登録が国内外からあり、本

プログラムで推進している研究教育内容を紹介した。

また、ボローニア大学の A. Montresor 博士をはじめ

該当分野において海外で活躍している 4 名の研究者

が招待講演を行った。その結果、本COE プログラム

の意義および期待される成果について、参加者からの

アンケート調査において 98%という高い割合で肯定

的な回答を得た（特に、「大変意義深い」という回答

は67%であった）。 
また、2007年3月1日には最終報告会（参加者187

名)を開催し、本拠点の研究教育活動について、広く

情報発信することができた。参加者からのアンケート

調査において、本COE プログラムの5年間の成果に

関して、「期待以上の成果が得られている」あるいは

「期待通りの成果が得られている」という回答が95%
という非常に高い割合を占めた。 
 
7)拠点形成費等補助金の使途について（拠点形成のた
め効果的に使用されたか） 

21世紀COEプログラムの経費執行においては、設

備備品の購入を必要最小限に抑え、若手研究者が有為

な人材として活躍できるよう、リサーチアシスタント

（平成14～18年度延べ102名採用）と特任教員（助

手）・特任研究員（平成14～18年度延べ23名採用）

の経費に優先的に割り当てた（後半は総経費の50%
超）。特に、特任教員（助手）・特任研究員の採用に

ついては、採用23名中18名を海外を含む学外から任

用し、国際的視野のもとでの流動性に考慮した若手教

員の採用に努めた。 
また、博士前期・後期課程の学生が、研究成果を海

外で発表するための旅費の補助（平成14～18年度延

べ47件）、博士後期課程学生が海外で長期にインター

ンシップを受けるための経費補助（平成14～18年度

延べ4件）などを積極的に行った。特に、海外への長

期インターンシップ制度は、平成16年度の中間評価に

関わる現地査察の審査員から高い評価を得た。 
 

②今後の展望 

情報科学研究科では、本COEプログラムの卓越し

た成果のさらなる発展を目指して、「究極の」あるい

は「ポスト」ユビキタス情報社会とは何かを平成17
年5月から集中的に検討してきた。その結果、本研究

科が今後取り組むべき教育研究目標として、情報通信

技術による最新の技術革新の所産としての「アンビエ

ント情報社会」の創成に向けた情報科学技術分野の研

究と関連する優れた若手人材育成を強力に推進する

ことを、平成17年12月に決定した。そのための方策

として「グローバル10（情報科学分野において世界の

大学のトップ10入りを果たす）計画」を設定した。 
アンビエント情報社会の実現に不可欠な基盤技術

の研究開発の実現には、従来の情報通信技術の単なる

延長では難しく、大きなブレークスルーが求められる。

そのために、本COEプログラムで得られた「生物に

学ぶ情報技術の創出」の成果をグローバルCOEプロ

グラムにおいてさらに発展させると同時に、関連人材

の育成を徹底的に推進する予定である。 
 

③その他（世界的な研究教育拠点の形成が学内外に与
えた影響度） 

情報科学研究科は、「情報科学技術と生物学の融合」

を一つの重要な理念として平成14年度に創設された

が、折しもその年度に開始された21世紀COEプログ

ラムによる卓越した拠点形成によって、その創設理念

の具現化が可能になった。さらに、その成果によって、

「①目的の達成状況、5)国際競争力ある大学づくりへ

の貢献度」に示したように融合領域開拓を強力に支援

して国際競争力ある大学づくりに貢献するなど、平成

18年度開始の第3期科学技術基本計画で重要視されて

いる「融合科学の推進」を大学全体で実現する上で非

常に大きな影響を与えている。 
また、学外においても本COEプログラムによる世

界的な拠点形成事業が、例えば、上記①の項目1)で示

したように、欧州のNiSIS研究所の世界学術動向調査

において、融合領域における本拠点の先導的活動が非

常に高い評価を受け、国際レベルで「生物に学ぶ情報

技術の創出」に関する新たな学問分野の開拓に大きな

貢献をすることができた。 
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１．研究活動実績 

①この拠点形成計画に関連した主な発表論文名・著書名【公表】 
 ・事業推進担当者（拠点リーダーを含む）が事業実施期間中に既に発表したこの拠点形成計画に関連した主な論文等 

〔著書、公刊論文、学術雑誌、その他当該プログラムにおいて公刊したもの〕） 
・本拠点形成計画の成果で、ディスカッション・ペーパー、Ｗｅｂ等の形式で公開されているものなど速報性のあるもの 

※著者名（全員）、論文名、著書名、学会誌名、巻(号)、最初と最後の頁、発表年（西暦）の順に記入 

    波下線（   ）：拠点からコピーが提出されている論文 

下線（   ）：拠点を形成する専攻等に所属し、拠点の研究活動に参加している博士課程後期学生 
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②国際会議等の開催状況【公表】 

（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者

（３名程度）） 

 

[1] 開催時期：2003年3月10日、11日 
開催場所：千里阪急ホテル（大阪府豊中市） 
会議の名称：第1回『ネットワーク共生環境を築く情報技術の創出』に関するシンポジウム 
参加人数：279名（うち外国人3名） 
主な招待講演者： 

    ・ボローニア大学、Alberto Montresor 博士 
     （生物メカニズムのアナロジーを用いてコンピュータシステムを制御。BISON プロジェク

トのメンバー） 
    ・カリフォルニア大学、須田達也教授（生物メタファを用いてサービス資源を管理） 
    ・ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン、Ian W. Marshall 博士（BIO-NET モデル提唱） 
    ・日本アイ・ビー・エム株式会社、岩野和生博士 

（自己管理機能を有するオートノミックコンピューティングを推進） 
 
[2] 開催時期：2004年1月29、30日 

開催場所：スイス連邦工科大学ローザンヌ校(EPFL) 
会議の名称：第1回生物学の知見に基づいた高度情報技術の確立に関する国際ワークショップ 

The First International Workshop on Biologically Inspired Approaches to Advanced 
Information Technology（略称：Bio-ADIT 2004） 

参加人数：世界19ヵ国から研究者・学生など約170名（うち外国人143名）、 
インターネット配信（313名からアクセス、うち外国人95名） 

主な招待講演者： 
・ノートルダム大学、Albert Barabasi 教授（大規模ネットワーク解析） 
・オランダ・フリー大学、Hans V. Westerhoff 教授（システムバイオロジー） 

 
論文：85編の論文投稿（口頭発表採択率28%）、口頭発表24件、ポスター発表13件採択、口頭発

表の25%が本COE事業推進担当者の論文 
論文集は、Springer-Verlag社、コンピュータサイエンス分野のレクチャーノートシリーズ
(LNCS) The Hot Topic Issueシリーズの１巻として採択され、再編集後に刊行 

 
[3] 開催時期：2006年1月26日、27日 

開催場所：千里ライフサイエンスセンター（大阪府豊中市） 
会議の名称：第2回生物学の知見に基づいた高度情報技術の確立に関する国際ワークショップ 

The Second International Workshop on Biologically Inspired Approaches to 
Advanced Information Technology（略称：Bio-ADIT 2006） 

参加人数：国内外から200名余り（うち外国人46名） 
   主な招待講演者： 

・カリフォルニア大学、James C. Liao 教授（生物の代謝システム工学） 
・スイス・チューリッヒ大学、Rolf Pfeifer 教授（身体性認知科学） 
・大阪大学大学院生命機能研究科、柳田敏雄教授（ソフトバイオシステム） 

論文：50 編の論文投稿（口頭発表、採択率約 38％）口頭発表 22 件、ポスター発表 8 件、口頭発
表の 54%が本 COE 事業推進者による論文 
論文集は、Springer-Verlag 社のコンピュータサイエンス分野のレクチャーノートシリーズ
(LNCS)の１巻として刊行 

 
[4] 開催時期：2006年11月17日 

開催場所：大阪大学コンベンションセンター（大阪府吹田市） 
会議の名称：第１回科学と教育のためのサイバーインフラストラクチャに関する国際ワーク 

ショップ （本COEプログラムの人材育成事業の一環として開催） 
The 1st International Workshop on the Cyberinfrastructure for Science and 
Education 

参加人数：国内外から70名余り（うち外国人10名） 
   主な招待講演者： 

・カリフォルニア大学(UC)、Peter Arzberger 博士（UC における海外インターンシップ） 
・九州大学、岡村耕二助教授（教育と国際協力） 
・情報通信研究機構 豊田麻子氏（研究プロジェクトと国際協力） 
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２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

含む）、実施時期、具体的内容 

 
様式２【公表用】「８．教育実施計画」の項に記したように、本COEプログラムの研究内容とも関

連させながら、情報科学研究科とサイバーメディアセンターが中心となって、以下の三つの実践的
(On the Job Training; OJT)な人材育成プログラムを計画し推進した。いずれのプログラムも、学生ア
ンケート等で、受講者から極めて高い評価を受けた。 
 
[1] NWP（ネットワークプロセッサ）設計ラボ、AN（アドホックネットワーク）設計ラボ 

対象：大学院学生（情報ネットワーク学専攻） 
実施時期：NWP設計ラボ（平成14年度～17年度）、AN設計ラボ（平成18年度） 
具体的内容：NWP設計ラボでは、急速に発展するネットワーク環境を支える通信制御技術に関す
る先進的な教育を行うため、博士前期課程の専攻基礎科目「情報ネットワーク学演習」において、
種々の新しい技術に対応可能な最先端のシステムを用いた演習を行った。例えば、日本の大学教
育プログラムとしては唯一、インテル（株）のIXA University Programと連動し、ネットワークプ
ロセッサIXP1200を用い、ネットワークノードにおける基本的なパケット入出力の仕組みなどに
関する知識の習得、およびパケットジェネレータ装置を利用したネットワーク負荷実験の経験を
目標とした演習を行った。演習の延べ受講者は、111名であった。IXA University Workshopに招
待され、NWP設計ラボについて講演した他、教育系国際ワークショップでも2回の報告を行った。

一方、ユビキタス社会を実現する基盤技術の一つである無線アドホックネットワーク向けのシ
ステムでは、従来とは異なり組み込みソフトウェアの開発能力が求められるが、そのような能力
をもつ技術者の不足が昨今大きな問題となっている。そこで、平成18年度からはAN設計ラボと
して、センサを有する無線ノードを用いた演習を通じて、無線ネットワーク制御技術や組み込み
システム用ソフトウェアプログラミングに関する知識やスキルを習得することを目的として実
施している。そこでは、アプリケーションコンテストを開催し、マスコミにも紹介された。 

 
[2] ソフトウェア工学工房 

対象：大学院生、社会人 
実施時期：平成14年度～18年度 
具体的内容：近年、ソフトウェア工学の諸技術の善し悪しを、可能な限り定量的なデータに基づ
いて技術を評価しようとする実証的ソフトウェア工学 (Empirical Software Engineering) が提案
され、注目を集めている。実践的なソフトウェア工学を効率よく実行するため、医学部や歯学部
が有する大学病院のモデルに近い枠組みを、ソフトウェア工学における教育・研究に当てはめ、
ソフトウェアにかかわる種々の問題を、現実的に解決・対応する組織として、「ソフトウェア工
学工房」を設置した。具体的には、大学から研究者や学生、企業等から研究員らが対等な関係で、
実践的な問題や研究テーマについて問題解決を図り、技術を身に付けることを目的としている。
この目標達成のため、社会人対象のソフトウェア工学工房セミナー、大学院生対象の実践的講義、
社会人ドクター学生の受け入れを行った。 
大学院生対象の実践的講義は、ソフトウェア設計論、ソフトウェア保守工学等として開講し、

延べ受講者数は540名であった。社会人対象のセミナーは、本拠点の研究成果を活用し、コード
クローン技術・再利用技術に関するもので、大阪・東京で9回実施し、延べ337名の参加があり、
参加者から高い評価を得た。 

 
[3] セキュア・ネットワーク構築のための人材育成プログラム 

対象：大学院生、社会人 
実施時期：平成14年度～17年度 
具体的内容：本COEプログラムを基盤とした人材育成事業の一環として、不足しているネットワ
ークセキュリティ専門技術者養成のため、サイバーメディアセンターと情報科学研究科が協力
し、文部科学省科学技術振興調整費（新興分野人材養成）の助成の下、セキュリティに関する知
識と実践的技術を身につけたエキスパートの養成を目指した。最先端の技術を反映した実践中心
のカリキュラムを設計・実施できる専門的な知識を十分に備えたスタッフを揃えるため、本拠点
を挙げて、教員が参画し、大学院生もRAとして参画した。カリキュラムは、半期ずつの基礎コー
ス、応用コースとして構成した。各コースでは、セキュリティ技術、セキュリティマネジメント、
法制度の3つのテーマを、講義と実習を組み合わせて週1日のペースで実施した。さらに、テーマ
毎に外部講師を迎えての特別講義、eラーニング教材の充実、社会人向けセミナーを実施した。
第I～V期を通して、目標の90名を上回る122名の人材を育成した。修了者は学内や社会でその

成果を発揮している。また、社会人セミナーは178名が受講した。さらに、平成18年度に実施さ
れた新興分野人材育成の事後評価において総合Ａ（最高レベル）評価であった。全7課題のうち
総合A評価は4課題あったが、項目評価すべてがa（項目別最高レベル）評価は本課題だけであり、
極めて高く評価された。 

 



機関名： 大阪大学  拠点番号： Ｃ１２    ２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果  （総括評価）  設定された目的は十分達成され、期待以上の成果があった （コメント）  拠点形成計画全体について、本ＣＯＥプログラムは生物共生ネットワークの形成過程を解明し、その知見をもとに新しいネットワークのコンセプト、アーキテクチャ、人間中心のインタフェース、コンテンツ処理技術、それらの社会システムへの応用、を研究教育する拠点であり、設定された目的は十分達成され、期待以上の成果があったと評価する。 研究活動面については、研究計画として５つのテーマを設定したが、中間評価のコメントに対応し、テーマを再整理し、実システム化と産学連携による産業化を設定するなど、計画を柔軟に見直し改善を図っている。各テーマにおいて革新的研究成果を発表しており、順調に研究が進展しつつあることは評価できる。 人材育成面については、情報科学技術に関する総合的知見を備えた人材を育成するためのカリキュラムの構築や本ＣＯＥプログラムにおいて必要となる生命科学の基礎に関する講義を受講させる体制を整備するとともに、３つの実践的人材育成プログラムを実施している点などが評価できる。本ＣＯＥプログラムの事業推進担当者が多くの博士課程学生を教育している点も評価に値する。 事業終了後の持続的展開について、今後は本ＣＯＥプログラムで研究された新しい知見に立脚した新しいネットワークアーキテクチャやプロトコル、インタフェースなどの成果が期待される。 

 


